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平成１６年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について

１ 一般会計決算の概況
（単位：円、％）

区 分 平成１６年度 平成１５年度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 482,426,013,649 503,669,298,809 △21,243,285,160 △4.2

歳 出 総 額 Ｂ 470,687,587,992 491,646,911,721 △20,959,323,729 △4.3

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ
（形式収支額） ＝Ｃ 11,738,425,657 12,022,387,088 △283,961,431 △2.4

翌年度繰越財源額 Ｄ 9,933,258,983 10,676,615,283 △743,356,300 △7.0

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 1,805,166,674 1,345,771,805 459,394,869 34.1

前年度実質収支額 Ｆ 1,345,771,805 1,421,132,899

単年度収支額Ｅ－Ｆ＝Ｇ 459,394,869 △75,361,094 534,755,963 709.6

財政調整基金積立額 Ｈ 6,093,064 751,683,276 △745,590,212 △99.2

地方債繰上償還額 Ｉ 0 0

Ｊ 0 0財政調整基金積立金取崩額

実質単年度収支額
Ｇ＋Ｈ＋Ｉ－Ｊ＝Ｋ 465,487,933 676,322,182 △210,834,249 △31.2

○ 歳入総額は、４，８２４億２，６０１万３，６４９円

歳出総額は、４，７０６億８，７５８万７，９９２円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より２１２億４，３２８万円余、４．２％の減、歳出は、２０９億

５，９３２万円余、４．３％の減とそれぞれ前年度を下回ることとなった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１１７億３，８４２万円余で、平成１７年度への繰越財

源額９９億３，３２５万円余を差し引いた実質収支額は、１８億５１６万円余の黒字となった。

○ 平成１６年度の実質収支額から、前年度実質収支額の１３億４，５７７万円余を差し引いた

単年度収支額は、４億５，９３９万円余の黒字となった。

○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額６０９万円余を加えた実質単年度収支額は、

４億６，５４８万円余の黒字となった。
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（歳入の状況）

○総 括
予 算 現 額 ５，２２７億６，２８３万９，２６８円

調 定 額 ４，８７７億２，５６１万５，８３４円

収 入 済 額 ４，８２４億２，６０１万３，６４９円

不納欠損額 ４億 ３８７万１，６９０円

収入未済額 ４８億９，５７３万 ４９５円

収入率は、予算現額に対し９２．３％、調定額に対し９８．９％となった。

（前年度収入率 対予算現額９２．４％、対調定額９９．０％）

また、収入済額を前年度と比べると、２１２億４，３２８万円余、４．２％の減となった。

（前年度増減率 ２．６％減）

不納欠損額は、既に調定された歳入で徴収ができないと認定されたものであるが、このうち
主なものは県税である。

収入未済額は、調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８６．６％、

使用料及び手数料（県営住宅使用料等）が８．６％を占めている。

○主なもの

県 税

収入済額は、９１７億２，２６２万円余で、前年度に比べ、７７億３，８９６万円余、

９．２％の増となった。

これは、法人事業税 ７６億４，１９９万円、法人県民税 １３億１７７万円の増、

不動産取得税 ７億２，９２５万円、軽油引取税 ２億６，０８０万円、自動車税 ２億

５，３７７万円の減等によるものである。

地方消費税清算金

収入済額は、２００億１５８万円余で、前年度に比べ、２１億８，３６３万円余、

１２．３％の増となった。

地方譲与税

収入済額は、３４億３，０４６万円余で、前年度に比べ、１６億８，７６０万円余、

９６．８％の増となった。

これは、所得譲与税 １４億８，６６３万円、地方道路譲与税 １億８，２３４万円の増

等によるものである。

地方特例交付金

収入済額は、２３億８，７０３万円余で、前年度に比べ、９億３，９１０万円余、
６４．９％の増となった。
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地方交付税

収入済額は、１，３２４億５，３５７万円余で、前年度に比べ、９４億３０８万円余、

６．６％の減となった。

これは、普通交付税 ９１億２，４１６万円の減等によるものである。

分担金及び負担金

収入済額は、５４億９，７００万円余で、前年度に比べ、１億９７万円余、１．８％の減
となった。

これは、都市計画費負担金 ５，０８１万円、農地費負担金 ４，８１２万円の減等によ

るものである。

使用料及び手数料

収入済額は、９３億２，６６０万円余で、前年度に比べ、２２８万円余、０．０％の減と

なった。

これは、証紙収入 １億２，１９８万円の増、県営住宅使用料及び県営住宅入居敷金

５，７６０万円、高等学校費使用料 ５，３３９万円の減等によるものである。

国庫支出金

収入済額は、８９６億７，８１７万円余で、前年度に比べ、９０億６，４５９万円余、

９．２％の減となった。

これは、公債費国庫補助金 ６５億６，４４８万円の増、土木費国庫補助金 ６８億５０３
万円、農林水産業費国庫補助金 ３７億３，５９１万円、教育費国庫負担金 １６億１、７７１

万円、公共事業特例法精算費国庫補助金 １１億２，６３２万円、民生費国庫補助金

１０億５，８３６万円の減等によるものである。

財産収入

収入済額は、５億７６４万円余で、前年度に比べ、１０億２，２８９万円余、６６．８％

の減となった。

これは、不動産売払収入 １０億２４６万円、出えん金返還収入 ２，９２５万円の減等
によるものである。
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繰 入 金

収入済額は、４８億９，７６２万円余で、前年度に比べ、３１億３，０２２万円余、

１７７．１％の増となった。

これは、県債管理基金繰入金 １８億円、公共施設整備等事業基金繰入金 １４億円の増

等によるものである。

諸 収 入

収入済額は、１９０億３，７１０万円余で、前年度に比べ、１４億３，５４２万円余、

７．０％の減となった。

これは、受託事業収入 １億１，７６２万円の増、貸付金等償還金 １５億３，１４７万

円の減等によるものである。

県 債

収入済額は、９０９億８，７１０万円余で、前年度に比べ、１５５億７２５万円余、

１４．６％の減となった。

これは、臨時財政対策債 １１１億８，１００万円、一般補助事業債 ３４億４，７２５

万円、単独事業債 １３億２，７００万円の減等によるものである。
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（歳出の状況）

○総 括
予 算 現 額 ５，２２７億６，２８３万９，２６８円

支 出 済 額 ４，７０６億８，７５８万７，９９２円

翌年度繰越額 ３８２億６，２１１万７，０８４円

不 用 額 １３８億１，３１３万４，１９２円

支出済額は、前年度に比べ、２０９億５，９３２万円余、４．３％の減となっている。

（前年度増減率 ２．６％減）

予算現額に対する執行率は、９０．０％であり、前年度の執行率９０．２％に比べ、０．２

ポイントの減となっている。

○主なもの

総 務 費

支出済額は、２８３億１，５３１万円余で、前年度に比べ、１９億３，４４９万円余、

６．４％の減となった。

これは、参議院議員選挙費 ５億２，２４３万円の増、衆議院議員選挙費及び衆議院議員

補欠選挙費 ７億８，５３０万円、退職手当 ７億２，４００万円、法人二税等償還金

４億６，４８７万円、県議会議員選挙費 ３億１，５５６万円の減等によるものである。

民 生 費

支出済額は、３２４億６，５２７万円余で、前年度に比べ、１６億９，０１８万円余、

４．９％の減となった。

これは、介護保険事業費 ４億７，６９５万円、老人医療費 ４億６，７０２万円の増、

老人福祉施設整備費 １２億１，５７６万円、身体障害者施設費 ４億７，８０７万円、

児童措置費 ４億６，９２２万円、扶助費 ４億２，２７２万円の減等によるものである。

衛 生 費

支出済額は、１３３億９，８８７万円余で、前年度に比べ、２億８，０８４万円余、２．１％

の減となった。

これは、無医地区医療対策費 ２億２７万円、医療設備近代化施設整備事業 １億８，３６８

万円の減等によるものである。

労 働 費

支出済額は、２０億１，９０４万円余で、前年度に比べ、２億２，８６０万円余、

１０．２％の減となった。

これは、勤労者福祉資金対策費 ６，７５０万円、勤労者福祉施設費 ６，６１０万円、
緊急地域雇用創出対策事業費 ６，００４万円の減等によるものである。
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農林水産業費

支出済額は、４８７億２９３万円余で、前年度に比べ、５７億４，３２０万円余、

１０．５％の減となった。

これは、富士西麓地域資源リサイクル畜産環境整備事業費 ６億３，０５６万円、復旧治

山費 ６億２，３５９万円、水土保全治山事業費 ５億８，００３万円、農地防災事業費

４億９，３６６万円、障害防止対策治山事業費 ４億７，４７０万円、フォレストコミュニ

ティ総合整備事業費 ４億１，８２９万円の減等によるものである。

商 工 費

支出済額は、９０億５，５６１万円余で、前年度に比べ、２０億９，２３９万円余、

１８．８％の減となった。

これは、資金対策費 １５億９，８４２万円、商工業振興資金特別会計繰出金 ４億８，９４０

万円の減等によるものである。

土 木 費

支出済額は、１，０６０億９，９４０万円余で、前年度に比べ、１２３億５，２５０万円余、

１０．４％の減となった。

これは、道路橋りょう整備費 ６０億４，９４４万円、道路建設費 ４６億７，８２２万円、

下水道費 １８億１００万円の減等によるものである。

警 察 費

支出済額は、２１８億３，０６５万円余で、前年度に比べ、８億７，９４９万円余、
３．９％の減となった。

これは、職員給与費 ３億５，７５０万円、交通安全施設整備費 ２億４，６７２万円、

ヘリポート整備費 １億７，４６２万円の減等によるものである。

教 育 費

支出済額は、１，０２２億３，８７５万円余で、前年度に比べ、６億１，０４３万円余、

０．６％の減となった。

これは、県立博物館建設費 １８億６，３０９万円、養護学校等施設整備費 ９億２，４０８

万円、高校施設整備費 ４億３２０万円の増、美術館展示施設建設費 ２２億４，２９８万円、

職員退職手当 ２０億４，４４４万円の減等によるものである。
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災害復旧費

支出済額は、１４億５，７２８万円余で、前年度に比べ、２億９，３９２万円余、

２５．３％の増となった。

これは、土木施設災害復旧費 ３億９，５８０万円の増等によるものである。

公 債 費

支出済額は、８１１億６，７９３万円余で、前年度に比べ、６０億１，９５４万円余、
８．０％の増となった。

これは、特定公共事業債償還金 ６５億６，７９６万円の増等によるものである。

諸支出金

支出済額は、２２９億６，０６８万円余で、前年度に比べ、１３億９，２６７万円余、

５．７％の減となった。

これは、地方消費税交付金 １０億９，２４５万円の増、県債管理基金積立金 １９億
９，６３２万円、財政調整基金積立金 ７億４，５５９万円の減等によるものである。
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２ 特別会計決算の概況
（単位：円、％）

区 分 平成１６年度 平成１５年度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 158,427,674,698 167,479,599,475 △9,051,924,777 △5.4

歳 出 総 額 Ｂ 147,570,927,400 157,515,617,391 △9,944,689,991 △6.3

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ
（形式収支額） ＝Ｃ 10,856,747,298 9,963,982,084 892,765,214 9.0

翌年度繰越財源額 Ｄ 157,526,915 244,962,992 △87,436,077 △35.7

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 10,699,220,383 9,719,019,092 980,201,291 10.1

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。

○ 歳入総額は、１，５８４億２，７６７万４，６９８円

歳出総額は、１，４７５億７，０９２万７，４００円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より９０億５，１９２万円余、５．４％の減、歳出は、９９億４，４６８

万円余、６．３％の減となった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１０８億５，６７４万円余で、平成１７年度への繰越財源

額１億５，７５２万円余を差し引いた実質収支額は、１０６億９，９２２万円余となり、１１会

計が黒字、１会計が収支同額となった。
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○ 歳入のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、８９億３，５８０万円余で、前年度に比べ、１３億５，８５７

万円余、１３．２％の減となった。

これは、繰越金 ５億５，５４８万円、事業費県補助金 ４億４，７２６万円、林道債

２億６，５００万円の減等によるものである。

・ 教育奨励資金特別会計は、６，０８６万円余で、前年度に比べ、５７３万円余、１０．４

％の増となった。

これは、教育奨励資金貸付金償還金 ３１７万円、繰越金 ２３６万円の増等によるもの

である。

・ 母子寡婦福祉資金特別会計は、３億８，３８２万円余で、前年度に比べ、２，５０４万円余、

７．０％の増となった。

これは、繰越金 ２，９４７万円の増等によるものである。

・ 中小企業近代化資金特別会計は、７４億９，６４１万円余で、前年度に比べ、１億２，７４７

万円余、１．７％の増となった。

これは、高度化資金貸付金償還金 ６億９，９０１万円の増、繰越金 ４億７，５６９万円、

小規模企業者等設備導入資金償還金 １億１，７８０万円の減等によるものである。

・ 農業改良資金特別会計は、３億６，７１４万円余で、前年度に比べ、８，９５７万円余、

１９．６％の減となった。

これは、農業改良資金償還金 ５，８８９万円、繰越金 ３，０４７万円の減等による

ものである。

・ 市町村振興資金特別会計は、５０億８，５５５万円余で、前年度に比べ、１億９０２万円余、

２．１％の減となった。

これは、繰越金 ６，８２１万円、貸付金元利収入 ４，０８２万円の減によるものである。
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・ 県税証紙特別会計は、４０億３，８３０万円余で、前年度に比べ、３，８２９万円余、

０．９％の減となった。

これは、自動車取得税証紙収入 ４，２６５万円の減等によるものである。

・ 集中管理特別会計は、１，１７９億９，０６２万円余で、前年度に比べ、１億７０８万円余、

０．１％の減となった。

これは、給与管理収入 １億４５２万円の減等によるものである。

・ 商工業振興資金特別会計は、２４億９，５２２万円余で、前年度に比べ、４０億９，３３６

万円余、６２．１％の減となった。

これは、貸付金元利収入 ５億３，８８４万円の増、繰越金 ４１億４，２８０万円、

繰入金 ４億８，９４０万円の減によるものである。

・ 林業・木材産業改善資金特別会計は、２億１，５２８万円余で、前年度に比べ、１，５４５
万円余、６．７％の減となった。

これは、林業・木材産業改善資金償還金 ８８２万円の増、繰越金 ２，１０８万円の減

等によるものである。

・ 流域下水道事業特別会計は、１１３億５，８４９万円余で、前年度に比べ、３３億９，８８４

万円余、２３．０％の減となった。

これは、県補助金 １９億２７７万円、下水道債 ８億７，６００万円、負担金 ５億５９９
万円の減等によるものである。



- 11 -

○ 歳出のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、７５億１，８９８万円余で、前年度に比べ、９億７，１６９万円余、

１１．４％の減となった。

これは、林道費 ７億３，０５９万円、造林費 １億４，６５９万円の減等によるもので

ある。

・ 母子寡婦福祉資金特別会計は、１億２，０９７万円余で、前年度に比べ、２，５８７万円余、

２７．２％の増となった。

これは、償還金、利子及び割引料 １，７０４万円、一般会計繰出金 ９７８万円の増等

によるものである。

・ 中小企業近代化資金特別会計は、３０億２，１４６万円余で、前年度に比べ、３，７９８

万円余、１．２％の減となった。

これは、小規模企業者等設備導入資金貸付金 １億５，１３５万円の増、高度化資金貸付金
２億９８３万円の減等によるものである。

・ 農業改良資金特別会計は、２億３，９６６万円余で、前年度に比べ、６，１７７万円余、

２０．５％の減となった。

これは、償還金 ４，３５７万円、 繰出金 ２，１７９万円の減等によるものである。

・ 市町村振興資金特別会計は、２４億５，９９４万円余で、前年度に比べ、４億３，３５３万円余、

１５．０％の減となった。

これは、市町村振興資金貸付金 ３億５，５００万円、辺地振興資金貸付金 ７，６２０

万円の減等によるものである。

・ 県税証紙特別会計は、４０億１，４８９万円余で、前年度に比べ、４，５４０万円余、

１．１％の減となった。

これは、自動車取得税繰出金 ３，３４５万円の減等によるものである。
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・ 集中管理特別会計は、１，１７９億５，００４万円余で、前年度に比べ、１億１，５４８

万円余、０．１％の減となった。

これは、給与管理費 １億８１２万円の減等によるものである。

・ 商工業振興資金特別会計は、１６億４，４９７万円余で、前年度に比べ、４９億４，３６１

万円余、７５．０％の減となった。

これは、資金貸付金 ４９億４，１２８万円の減等によるものである。

・ 林業・木材産業改善資金特別会計は、１億２，９２９万円余で、前年度に比べ、１，８２２

万円余、１２．４％の減となった。

これは、林業・木材産業改善資金貸付金 １，８０６万円の減等によるものである。

・ 流域下水道事業特別会計は、１０４億６，７８１万円余で、前年度に比べ、３３億４，２９４

万円余、２４．２％の減となった。

これは、公債費元利償還金 １億７，８６０万円、維持管理費 １億７，２７０万円の増、

流域下水道建設費 ３６億９，４５８万円の減等によるものである。


